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出所： 財務省法人企業統計により作成 

建設技術者および建設技能者数の推移 

出所： 総務省｢労働力調査｣(暦年平均)をもとに作成 
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主要建設機械の推定
保有台数の推移 千台 

年度 出所： 平成23年度 建設機械動向調査による 
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出所： 2010年度までは国土交通省「平成23年度建設投資見通し（昭和35年からの推移）」(H23.6.29） 
2011～2015年度は(財)建設経済研究所「建設投資の見通し」（2015.2.9） 

兆円 名目建設投資の推移 
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落札率の推移（国土交通省直轄工事） 

出所： 国土交通省直轄工事等契約関係資料等 

％ 
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（注） 対象は、地方整備局（港湾空港関係を除く）、官庁営繕部、国土技術政策総合研究所 
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落札率低下の要因 

官が価格の上限を決める構造 

１．競争者の存在を不可能にする 

２．変更増や将来の継続的受注による利益確保 

３．従業員や機械を遊ばせるよりは受注により 

  雇用を確保 

４．将来の受注のため受注実績を確保 

上流から下流へと決まる 

価格決定構造 

予定価格の 

上限拘束制度 

デフレスパイラル 
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2011 
国土交通省資料 被災地における入札不調案件の契約状況等について(2013年2月19日)による 

2012 2013 

東北被災地における不調・不落（土木一式工事） 

出所： 国土交通省直轄工事等契約関係資料等 
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不調･不落発生率の推移（国土交通省直轄工事） 

年度 
（注） 対象は、地方整備局（港湾空港関係を除く）、官庁営繕部、国土技術政策総合研究所 

不調・不落発生の背景 

需要＞供給 の局面では 

・利潤を確保できない仕事は欲しくない 

・労務、資材等の価格が上昇 

官側（発注者側）の積算が過小 

○ 応札者がいない『不調』が発生 

○ すべての応札価格が予定価格を上回る『不落』が発生 
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わが国の会計法・地方自治法の特徴 

① 公告して競争を行うこと（一般競争）を原則 
 
② 買い入れと売り払いが同じ扱い 
 
③ 交渉手続きを定めていない 
 
④ 価格の制限（予定価格）を必ず定める 
 
⑤ 落札基準は最低価格を原則とする 
 

  （注）H17 公共工事品質確保法制定 
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公共調達改革の論点 

１．予定価格上限拘束の撤廃 
   （随意契約・契約変更の際も同様） 
 

２．交渉方式を含む多様な方式の導入 
   交渉方式・Framework Agreement 
 

３．発注者の体制の確保 
   発注者の評価・資格制度 
 

４．価格決定構造（社会構造）の改変 
 価格を決めるのは官でなく民（市場） 
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発注者責任 

公正さを確保しつつ良質なモノを
低廉な価格でタイムリーに調達し
提供する責任 

品質確保の担い手の
中長期的な育成・確保 

2014 
品確法改正 

完成後適切な維持管
理を行う責任 

1998 
品質行動指針 

2000 
責任懇とり
まとめ 

2005 
品確法 

施工技術の維持向上、 

災害対応を含む地域維持、 

適正な利潤の確保の観点 
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 「・・・、市場における労務及び資材等の取引価格、施工の実態
等を的確に反映した積算を行うことにより、予定価格を適正に定
めること。」 

 ■ 第７条（発注者の責務）第１項第１号 

 ■ 第１８条（技術提案の審査及び価格等の交渉による方式） 

 ■ 第２０条（地域における社会資本の維持管理に資する方式） 

公共工事品確法改正のポイント 

 「・・・、適切に設計図書の変更及び・・・変更を行うこと。」 

 ■ 第７条（発注者の責務）第１項第5号 

 「・・・適正な施工が通常見込まれない契約の締結を防止・・・」 

 ■ 第７条（発注者の責務）第１項第3号 

経済社会情勢の変化を勘案し、 

適正な利潤を確保 
することができるよう 
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① 発注者が発注関係事務を適切に実施することが困難か否か 

 について発注業務の専門家からなる第三者機関が判断。 

 ■ 第３節（発注関係事務を適切に実施することができる者の活用及び 

   発注者に対する支援等）第２１条～第２４条 

② 発注者及び受注者の技術力を評価するための資格として

は、 民間資格を含め積極的に活用。民間資格等の活用にあ
たっては、専門家からなる委員会等の意見を聞く。 

 第２２条 「国は、・・・発注者を支援するため、・・・発注関係事
務の適切な実施に係る制度の運用に関する指針を定めるもの
とする。」 
 第２４条第３項 「国は、・・・資格等の評価の在り方等について
検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとす
る。」 15 

技術競争が十分働かない 

（結局は安値競争） 
歪んだ価格の決まり方 

（市場でなく官が決めている） 

交渉方式の本格導入 
予定価格制度の見直し 

（現    状） 

交渉の一部導入 
最新の実態を反映した予定価格 

(会計法令等の限界) 
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各国の中小建設業・地元業者対策 

○ 中小企業基本法（1963）、官公需法（1966）  
○ A,B,C等の等級区分 
○ 競争参加資格または総合評価における地域要件 
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○ 中小企業振興策（各国） 
○ 職人に対する優遇策（フランス） 
○政府調達における中小企業優遇策（ドイツ） 

○ 小規模事業者法（Small Business Act） 
○ 州内企業優遇策（各州） 
○ 地元企業優遇策（各市） 
 

日本 

ヨーロッパ 

アメリカ 

アメリカの公共工事における元請と下請の関係 

○ 元下間における上下関係はなく、下請の自立性は 
 高い 
○ 元下間でリスクを分担し、お互いの権利や責任は 
 明確化されている 
○元請は入札の直前までに下請から見積もりを取り 
 それに基づいて下請を選定した上で応札する 
○再下請の制限はないが、コストや管理上の問題か  
 ら下請次数は少ない 
○建設会社は、地域ごと職種ごとに存在するユニオ 
 ンと契約し、所属の作業員を使って工事を行う。 
○直雇による自社施工の割合が決められているため  
 元請はユニオン所属の作業員を自社の従業員とし 
 施工機械は自ら保有しようとする 

全建総連 第43期建設政策検討委員会資料を参考に作成 
18 
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受注しようとする企業の応札の 
考え方（日本の多くの場合） 

価格決定構造 

上限（予定価格）と 

下限（低入札価格調査基準価格or最低制限価格） 

を推測して落札し得る価格を応札価格とする 

（実行予算とは必ずしも合致しない） 

落札した上で、下請価格を決定 

上流から下流へ 
19 

外国における企業の 
応札の考え方（多くの場合） 

最も有利な施工体制・施工計画を立案し、所定の 

労務費・人件費を積み上げ、下請け業者に支払う 

額を定めたうえで、自社（元請）の所要額を加え 

て応札価格とする （実行予算を前提とする） 

下請価格 ・・・ 

労務費 資材 ・・・ 

価格決定構造 

下流から上流へ 
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土木学会 建設マネジメント委員会 

公共事業改革プロジェクト小委員会（2010-2011) 
委員長：木下誠也 

公共事業執行システム研究小委員会（2012-2014 ) 
委員長：木下誠也 

公共工事発注者のあり方研究小委員会（2014-2016 ) 
委員長：木下誠也 

2011年8月 マネジメント手法確立と公共事業調達法の提案 

2014年8月 品確法2014年6月改正を踏まえて今度の改革の 

道筋を提案 
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ご静聴ありがとうございました 

m(｡･ε･｡)m 
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